
様式第２号（第４条関係）

１■事務事業の概要

　 部
課

又は施設

②項

対象と
対象の数

２■事務事業実施の状況

平成18年度

平成19年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

活動実績
ａ（単位）
直接事業費
ｂ（千円）
人件費
ｃ（千円）
合計コスト
ｄ(ｂ＋ｃ)
（千円）

単位コスト
ｄ／ａ
（千円）

　市史編さん関係資料、古文書、遺跡
出土品など

　市史総集編の執筆関連資料の整理を行った。

事務事業成果指標名

　未実施

　総集編の執筆関連資料整理の他に、緊急雇用創出事業基
金事業補助金を用いてコンテナー４５８箱分の土器の整理
を行った。

　平成２５年度　平成２３年度　平成２１年度 　平成２４年度

1項目当たり　5.7

449

574

100（項目） 100（項目） 100（項目）

0

0

1項目当たり－

アウトプット実績（活動数値）の補足説明

0（項目） 680（項目）500（項目）

２－２総合計画に
おける単位施策成
果指標

２－３成果指標に
係る活動実績とコ
ストの推移（アウ
トプット分析）

0

　平成１８年度 　平成１９年度 　平成２０年度

0

500（項目）　市史総集編事典に関する資料のうち整備を完了した項目数（項目）

　未着手の資料整理について、整理方法を検討した。

事務事業実施にあたって心がけた改善の取組み

　文化財の保護

「個性ある文化と豊かな人間性を育むまちづくり」

1,200（項目）

１－１事務事業の
名称

１－２担当

コード  4 1 3 1

１－４事務事業の
目的の精査

２－１事務事業の
実施における基本
認識

１－３総合計画に
おける施策の体系

　市史編さんに関する史料、遺跡出土品、古文書等を整理し、検索機能を整備する。

4 1 3コード

１－５事務事業の
内容

　市史資料は、市民の財産であり、一般公開ができるような
整理が必要である。

　総集編の執筆関連資料整理、新たな資料や写真のデータ保存を進めるとともに、緊急雇用創出事業基金事業補助金を用いて民具の整理を行った。市民の財産である市史資料の整理は整えつつある
が、一般公開ができるように利用の方法などの仕組み作りが必要である。編纂室や歴史民俗資料室に、どのような資料があるかが検索できるようにし、編纂室などを訪れた人に、必要な資料を迅速に

意図（対象を事務事業によっ
てどのような状態にするの
か）

コード 4 1 3 1 1

　学習者が学びやすい環境づくりを行うため、市史編さんの基礎となった資料の整理・管理を行う。

生涯学習の推進 　資料検索システムの整備

資料検索システムの整備事業

評価票作成者

社会状況等の事務事業がおかれる環境把握 市民ニーズの認識

前期目標値(単位)

　市民の財産である市史資料の整理は整いつつあるが、一般
公開ができるように利用の方法などの仕組み作りが必要であ
る。

　市史発刊に伴い収集した資料の保管が統一化されていない
ため、検索に時間を要する。

　⑤単位施策(小）

指標の説明

　市史を発刊したことにより、豊明の歴史・自然に興味を持った市民が増え、
さらなる学習意欲を持った人も増えつつある。
　市史を購読した市民の中には、関連資料を確認したい人もいるので検索およ
び資料の閲覧ができるようにする必要がある。

　責任ある市史発刊者として、収集した資料の適切な管理保
存が必要である。

　平成２２年度 　平成２６年度 　平成２７年度

　市史総集編事典（総数約1,200項目）の執筆の根拠となったデータなど、関連資料を項目ごとに
整理する。

後期目標値(単位)

0

449

446 574

0 0

20

0

1項目当たり　4.51項目当たり　1.0

20（項目）

446

1項目当たり　4.5

932 609

1項目当たり1.86 1項目当たり　0.90

0

932

係

　資料を魅力のある企画により一般公開し、文化財について関心を高める。

　資料を魅力のある企画により一般公開をするためにも、検索および閲覧がで
きるようにする。

1項目当たり

609

①節
　③基本施策

　④単位施策(中）

20

活動実績：完了した項目数
直接事業費：庸人料　574千円

文化財保護係教育部

　学習環境の整備

教育文化

生涯学習課 文化財保護担当係長　近藤よし江

　総集編の執筆関連資料整理、新たな資料や写真のデータ保存を進める。市民の財産である市史資料の整理は整えつつあるが、一般公開ができるように利用の方法などの仕組み作りが必要である。編
纂室や歴史民俗資料室に、どのような資料があるかが検索できるようにし、編纂室などを訪れた人に、必要な資料を迅速に提供することが必要。
　発刊済みの市史執筆関連資料の整理、新たに入手した資料や写真のデータ保存を進める。市民の財産である市史資料の整理は整えつつあるが、一般の方にも公開ができるように利用の方法などの仕
組み作りが必要である。編纂室や歴史民俗資料室に、どのような資料があるかが検索できるようにし、必要な資料を迅速に提供することが必要。

1項目当たり 1項目当たり



後期目標値
に対する達
成度（％）

３■事務事業の自己評価結果

単年度
担当課評価

● ４段階評価結果 Ａ ： 上位目的である施策に貢献しているので継続する ● 判断の基準　①必要性（必要な事務事業であるか）
Ｂ ： 事務事業の実施手法や環境（予算的・人的）に改善が必要 　　　　　　　 ②公共性（公が実施する意味があるか）

　 Ｃ ： 縮小等、事務事業としての見直しが必要  　　　　　　　③妥当性（ニーズに対して投入が適正か）
Ｄ ： 事務事業の廃止が相当 　　　　　　　 ④効率性（結果に至る活動に無駄はないか）

 　　　　　　　⑤有効性（活動の結果が上位の目的に貢献しているか）
               ⑥市民満足度（事務事業が対象にしている市民を満足させているか）

平成18年度

平成19年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

４■事務事業の総合評価結果

平成18年度

平成19年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

　市史総集編分類項目の資料整理について概ね終了した。

　継続して事業を進めること。

　継続して事業を進めること。

　継続して事業を進めること。

　遺跡物、生活用具の整理を21年度から進める。

　民具の整理とデータ入力ができた。今後、データや紙ベースの台帳の加除を確実に行っていく必要がある。どのような民具がどれくらいあるかが把握できた。また、分類ごとに並べ変えたので、必
要な時に取り出しやすくなった。

　継続して事業を進めること。

審査会による改善方向の指示

　継続して事業を進めること。

４－１総合評価の
結果

－

　継続して事業を進めること。Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

結果

　市史編纂室に保管されている、資料及び古文書について
は、20年度中には整備完了の予定。

指標対応実
績（項目）

0

　平成１９年度 　平成２０年度

100.098.3 116.7

1,180

　愛知県史の編纂資料として、本市の収集資料を利用するため整理急務となっ
たことが幸いした。

125.0

　写真のデータベースと資料等とのリンク方法の検討

３－２評価の内容

Ａ

Ａ

　常設展・特別展を魅力あるものとするために、倉庫等を
整理し、埋もれている資料を整理する必要がある。

　市史編さんに関する史料、古文書等が市史編さん室等に
保管されている。

　常設展・特別展を魅力あるものとするために、倉庫等を
整理し、埋もれている資料の整理に着手する必要がある。

　次の市史編纂に向けて、新たに受け入れた資料の整理も引き続き行っていく必要がある。

　次の市史編纂に向けて、新たに受け入れた資料の整理も引き続き行っていく必要がある。

　総集編資料については、概ね完了しているが、他の市史の
資料の整理も検討すべきである。さしあたり、2２年度も緊
急雇用創出事業基金事業補助金を用いて土器などの遺物の整
理を継続するとともに、新たに生活用具（民具）の整理を進
める。

　市史掲載の土器類においては、エクセル形式でデータ検索をするための整理
が概ねできた。

３－1　評価結果
(アウトカム自己
分析）

　平成１８年度

－

２－４成果指標に
対応する実績と達
成度の推移

0.0

　平成１８年度 　平成２４年度 　平成２７年度　平成２５年度　平成２１年度 　平成２２年度

次年度に向けて改善する取組み

Ａ

108.3

1,200 1,300

　平成２３年度

　平成１９年度以降の事務事業である。

　平成２１年度 　平成２２年度

　検索機能を前提とした整理方法の検討

　平成２５年度 　平成２６年度

Ａ

　平成１９年度 　平成２０年度

500

41.7

1,500

今後の環境変化を踏まえた課題認識

Ａ Ａ Ａ

事務事業の担当課としての単年度の取り組みの自己評価

Ａ

　平成２４年度

　平成２６年度

1,400

　平成２７年度　平成２３年度


